
様式１

事業報告書

医療法人整理番号 A32

報告期間 自 令和6年4月1日

至 令和7年3月31日

1 事業報告書の概要

(1) 名称 医療法人社団主体会

分類① 社団（出資持分なし）

分類② その他

分類③ 基金制度不採用

(2) 事務所の所在地 都道府県 三重県

市区町村 四日市市

町名・番地 城北町８番１号

建物名

従たる事務所の記載はこちら

(3) 設立認可年月日 昭和46年7月20日

(4) 設立登記年月日 昭和46年7月23日

(5) 理事長の氏名 姓 川村

名 直人

役員及び評議員の人数 15 理事長を含む人数を記載すること。

役員及び評議員 記載はこちら

2 事業の概要

(1-1) 本来業務（病院、診療所） 記載はこちら

(1-2) 本来業務（介護老人保健施設、介護医療院） 記載はこちら

(2) 附帯業務 記載はこちら

(3) 収益業務 記載はこちら

(4) 記載はこちら

(5) 記載はこちら

(6) 記載はこちら

(7) 記載はこちら

(8) 記載はこちら 全ての指定内容について記載しても差し支えない。

(9) その他 記載はこちら 当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又は

リース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任

意）

当該会計年度内に購入した医療機関債

当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

(5)、(6)については、医療機関債を発行又は購入する医

療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保

健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、

診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支え

ないこと。

分類①から③のそれぞれの項目（③は社団のみ。）につい

て、該当するものをリストから選択すること。（会計年度内に

変更があった場合は変更後。）

複数の事務所を有する場合は、主たる事務所と従たる事

務所を記載すること。

当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

当該会計年度内に発行した医療機関債



様式１：1-(2)

事業報告書

1-(2) 従たる事務所の所在地

都道府県 市区町村 町名・番地 建物名
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様式１：1-(5)

事業報告書

1-(5) 役員及び評議員

役職 姓 名 備考

注）１．「社会医療法人、特定医療法人及び医療法第４２条の３第1項の認定を受けた医療法人」以外の

医療法人は、記載しなくても差し支えないこと。

２．理事の備考欄に、当該医療法人の開設する病院、診療所、介護老人保健施設又は

介護医療院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の管理者であることを

記載すること。（医療法第４６条の５第６項参照）

３．評議員の備考欄に、評議員の選任理由を記載すること。（医療法第４６条の４第１項参照）
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様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（開設する病院、診療所（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

許可病床数

種類 施設の名称 指定管理 施設の医療機関コード 開設場所 一般病床 療養病床 医療保険 介護保険 精神病床 感染症病床 結核病床

病院 主体会病院 2410205336 三重県四日市市城北町８番１号 105 123 228 0 0 0 0

病院 小山田記念温泉病院 2410205419 三重県四日市市山田町5538番地の1 222 155 377 0 0 0 0

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設については、指定管理の欄に記載すること。

２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれぞれについて内訳を記載すること。

３．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。
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様式１：2-(1)

事業報告書

2-(1) 本来業務

（介護老人保健施設又は介護医療院（医療法第４２条の指定管理者として管理する病院等を含む。）の業務）

種類 施設の名称 指定管理 施設の介護事業所番号 開設場所 入所定員 通所定員

介護老人保健施設 みえの郷 2450280025 三重県四日市市山田町5538番地の１ 97 0

介護老人保健施設 みえ川村老健 2450280033 三重県四日市市城東町3番21号 100 30

注）１．地方自治法第２４４条の２第３項に規定する指定管理者として管理する施設については、指定管理の欄に記載すること。

２．療養病床に介護保険適用病床がある場合は、医療保険適用病床と介護保険適用病床のそれぞれについて内訳を記載すること。

３．介護老人保健施設又は介護医療院の許可病床数の欄は、入所定員及び通所定員を記載すること。
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様式１：2-(2)

事業報告書

2-(2) 附帯業務（医療法人が行う医療法第４２条各号に掲げる業務）

種類又は事業名 委託管理 実施場所 備考

ときわ訪問看護ステーション 三重県四日市市城北町８番１号

川村居宅介護支援事業所 三重県四日市市城北町８番１号

主体会KIDSデイサービス 三重県四日市市城北町８番１号

四日市市介護予防等拠点施設 ステップ四日市 四日市市から委託を受けて管理 三重県四日市市日永東一丁目２番27号

注）地方公共団体から委託を受けて管理する施設については、その旨を委託管理の欄に記載すること。
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様式１：2-(3)

事業報告書

2-(3) 収益業務（社会医療法人又は医療法第４２条の３第 1 項の認定を受けた医療法人が行うことができる業務）

種類 実施場所 備考
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様式１：2-(4)-(9)

事業報告書

2-(4) 当該会計年度内に社員総会又は評議員会で議決又は同意した事項

日付

令和6年6月26日

令和7年3月28日

議決又は同意した事項

令和５年度決算の決定　理事、監事の選任、辞任の承認

令和７年度の事業計画及び収支予算の決定　令和７年度の借入金額の最高限度額の決定

注）2-(5)、2-(6)については、医療機関債を発行又は購入する医療法人が記載し、(7)以下については、病院、介護老人保健施設又は介護医療院を開設する医療法人が記載し、診療所のみを開設する医療法人は記載しなくても差し支えないこ

と。



2-(5) 当該会計年度内に発行した医療機関債

発行総額 申込期間（開始日） 利率 償還方法

申込単位 申込期間（終了日） 払込期日 償還期限

注）医療機関債の発行総額、申込単位、申込期間、利率、払込期日、資金使途、償還の方法及び期限を記載すること。なお、発行要項の写しの添付に代えても差し支えない。

医療機関債を医療法人が引き受けた場合には、当該医療法人名を全て明記すること。

資金使途 医療機関債を引き受けた医療法人名



2-(6) 当該会計年度内に購入した医療機関債

医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、

これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行っており、

かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由

医療機関債名 発行元医療法人名 購入総額 償還期間（開始日～終了日）

注）

１．医療機関債を購入する医療法人は、医療機関債の発行により資産の取得が行われる医療機関と同一の二次医療圏内に自らの医療機関を有しており、これらの医療機関が地域における医療機能の分化・連携に資する医療連携を行って

おり、かつ、当該医療連携を継続することが自らの医療機関の機能を維持・向上するために必要である理由を記載すること。

２．購入した医療機関債名、発行元医療法人名、購入総額及び償還期間を記載すること。なお、契約書又は債権証書の写しの添付に代えても差し支えない。



2-(7) 当該会計年度内に開設（許可を含む）した主要な施設

日付 開設（許可を含む）した主要な施設



2-(8) 当該会計年度内に他の法律、通知等において指定された内容

日付

注）全ての指定内容について記載しても差し支えない。

他の法律、通知等において指定された内容



2-(9) その他

日付 記載事項

主体会病院西側駐車場に西館を増築

注）当該会計年度内に行われた工事、医療機器の購入又はリース契約、診療科の新設又は廃止等を記載する。（任意）



様式第一号

法人名 医療法人社団主体会 ※医療法人整理番号 A32

所在地 三重県四日市市城北町８番１号

貸借対照表

令和7年3月31日 現在

（単位：千円）

資産の部　 負債の部　

科目　　 金額 科目　　　 金額

Ⅰ 流動資産 7,347,524 Ⅰ 流動負債 1,192,761

現金及び預金 5,897,648 買掛金 139,508

事業未収金 1,337,529 短期借入金 341,432

貸倒引当金 -1,471 未払費用 329,289

たな卸資産 94,823 未払消費税等 5,675

前払費用 8,414 預り金 81,491

その他の流動資産 10,579 賞与引当金 295,216

その他の流動資産 その他の流動負債 150

前受金

預り金

前受収益

その他引当金

その他の流動負債

Ⅱ 固定資産 6,612,407

1 有形固定資産 5,681,630 Ⅱ 固定負債 3,096,718

建物 2,400,895 長期借入金 1,705,352

構築物 149,707 退職給付引当金 692,929

医療用器械備品 339,596 退職給付引当金 697,237

その他の器械備品 91,941 その他の固定負債 1,200

土地 1,160,268 その他の固定負債

その他の有形固定資産 3,547

建設仮勘定 1,535,672

その他の有形固定資産

負債合計　 4,289,480

純資産の部　

2 無形固定資産 47,340 科目　　　 金額

借地権 250 Ⅰ 出資金 0

ソフトウェア 44,146

その他の無形固定資産 2,943 Ⅱ 積立金 9,670,451

設立等積立金 4,446,911

3 その他の資産 883,437 その他積立金 1,150,000

有価証券 500,770 その他積立金 5,650,000

長期貸付金 95,858 繰越利益積立金 -1,576,460

貸倒引当金 -67,338

長期貸付金 17,130

貸倒引当金 -17,130

長期貸付金 146,092 Ⅲ 評価・換算差額等

繰延消費税等 63,033 その他有価証券評価差額金

繰延税金資産 127,055 繰延ヘッジ損益

その他の固定資産 17,965

純資産合計 9,670,451

資産合計　 13,959,931 負債・純資産合計 13,959,931

（注）１．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、当該資産、

　　　　　　負債及び純資産を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

　　　　２．社会医療法人及び特定医療法人については、純資産の部の基金の科目を削除すること。



様式第二号

法人名 医療法人社団主体会 医療法人整理番号 A32

所在地 三重県四日市市城北町８番１号

損 益 計 算 書

自 令和6年4月1日 至 令和7年3月31日

（単位：千円）

Ⅰ 事業損益

Ａ 本来業務事業損益

1 事業収益 8,535,951

2 事業費用

(1) 事業費 8,862,674

(2) 本部費 0 8,862,674

本 来 業 務 事 業 損 失 326,723

Ｂ 附帯業務事業損益

1 事業収益 107,083

2 事業費用 114,392

附帯業務事業損失 7,309

Ｃ 収益業務事業損益

1 事業収益

2 事業費用

収益業務事業利益 0

事 業 損 失 334,032

Ⅱ 事業外収益

受取利息 7,729

その他の事業外収益 177,623 185,352

Ⅲ 事業外費用

支払利息 12,978

その他の事業外費用 21,415 34,393

経 常 損 失 183,073

Ⅳ 特別利益

固定資産売却益 5,025

その他の特別利益 5,025

Ⅴ 特別損失

固定資産売却損 1,647

その他の特別損失 1,647

税 引 前 当 期 純 損 失 179,695

法人税・住民税及び事業税 72

法 人 税 等 調 整 額 12,961 13,033

当 期 純 損 失 192,728

　 (注) １．利益がマイナスとなる場合には、「利益」を「損失」と表示すること。

２．表中の科目について、不要な科目は削除しても差し支えないこと。また、別に表示することが適当であると認められるものについては、

　　当該事業損益、事業外収益、事業外費用、特別利益及び特別損失を示す名称を付した科目をもって、別に掲記することを妨げないこと。

科目 金　　　　　　額



様式２

法人名　　医療法人　社団主体会

所在地　　四日市市城北町８番１号

1 ．

2 ．

3 ．

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

Ｅ

(注)　財産目録の価額は、貸借対照表の価額と一致すること。

建 物 （□　法人所有　　□　賃借　　■　部分的に法人所有(部分的に賃借)）

純 資 産

　土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。

土 地 （□　法人所有　　□　賃借　　■　部分的に法人所有(部分的に賃借)）

固 定 資 産

資 産 合 計

負 債 合 計

（内　　訳）

区 分

流 動 資 産

財 産 目 録

（　法　人　全　体　）

（ 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 ）

資 産 額

負 債 額

純 資 産 額



千円

千円

千円

（Ａ＋Ｂ）

（Ｃ－Ｄ）

（□　法人所有　　□　賃借　　■　部分的に法人所有(部分的に賃借)）

9,670,451

　土地及び建物について、該当する欄の□を塗りつぶすこと。

（□　法人所有　　□　賃借　　■　部分的に法人所有(部分的に賃借)）

6,612,407

13,959,931

4,289,480

区 分 金 額

7,347,524

（単位：千円）

※医療法人整理番号

財 産 目 録

（　法　人　全　体　）

（ 令 和 ７ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在 ）

13,959,931

4,289,480

9,670,451



様式５

様式５

法人名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）法人である関係事業者

（２）個人である関係事業者

関係事業者との取引の状況に関する報告書

総資産額
（千円）

事業の内容
関係事業者
との関係

取引の内容
取引金額
（千円）

期末残高
（千円）

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

種類 名称 所在地

（取引条件及び取引条件の決定方針等）

期末残高
（千円）

種類 氏名 職業 取引の内容
取引金額
（千円）

関係事業者
との関係

※医療法人整理番号

科目

科目



 



重要な会計方針等の記載及び貸借対照表等に関する注記    

        

１ 継続事業の前提に関する事項      

        

 継続事業の前提に重要な疑義を生じさせる事象又は状況はありません。  

        

２ 資産の評価基準及び評価方法      

        

  （１）有価証券の評価基準及び評価方法     

 満期保有目的の債券は、償却原価法（定額法）によっています。   

        

  （２）たな卸資産の評価基準及び評価方法     

 最終仕入原価法によっています。     

 （貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しています。） 

        

３ 固定資産の減価償却の方法      

        

  （１）有形固定資産       

 有形固定資産の減価償却は定率法によっています。    

 但し、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物及び平成 28 年 4 月 1 日以降に取得した建物附属 

 設備と構築物の減価償却は定額法によっています。    

        

  （２）無形固定資産       

 無形固定資産の減価償却は定額法によっています。    

        

４ 引当金の計上基準       

        

  （１）貸倒引当金       

 貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の 

 債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。  

        

  （２）賞与引当金       

 職員に対する賞与の支払に備えて、賞与支給見込み額の当年度負担額を計上しています。 

        

  （３）役員退職慰労引当金      

 役員退職金支給規定に基づき、役員の期末退職慰労金に相当する金額を計上しています。 

        

  （４）退職給付引当金      

 職員の退職給付に備えるため、当年度末における退職給付債務に基づき、当年度末にお 

 いて発生していると認められる額を計上しています。なお、当医療法人は、前々年度末 

 日の負債総額が２００億円未満であることから、簡便法による期末自己都合要支給額か 

 ら年金資産を除いた額を退職給付債務とする方法を採用しています。   

        

  （５）返還免除引当金      

 将来の看護学生奨学金及び看護職員の就職支度金の返還免除による損失に備えるため、 

 返還免除の実績率により回収不能見込額を計上しています。   

        

５ 消費税及び地方消費税の会計処理の方法     

        

 消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税抜方式によっています。   

        

        

        



６ その他貸借対照表等作成のための基本となる重要な事項    

        

  （１）補助金の会計処理の方法      

 補助対象となる支出が事業費に計上されるものについては、当該補助対象の費用と対応 

 させるため、事業収益に計上しています。    

        

  （２）所有権移転外ファイナンス・リース取引について    

 リース取引開始日が、前々会計年度末日の負債総額が 200 億円未満である会計年度の  

 所有権移転外ファイナンス・リース取引については賃貸借処理によっています。  

        

        

７ 重要な会計方針を変更した旨等      

        

 該当なし       

        

８ 資産及び負債のうち収益業務に関する事項・収益業務からの繰入金の状況に関する事項  

        

 該当なし       

        

９ 担保に供されている資産に関する事項     

        

 担保資産   
（単位：千

円） 

   

 種類 所在地 期末簿価    

 土地 四日市市城東町 210-2 

39,245 

   

 土地 四日市市城東町 210-3    

 土地 四日市市城東町 210-6    

 土地 四日市市城東町 211-1 

50,290 

   

 土地 四日市市城東町 211-2    

 土地 四日市市城東町 211-3    

 土地 四日市市城東町 211-4    

 土地 四日市市城東町 211-7    

 土地 四日市市城東町 212-2 37,289    

 土地 四日市市山田町狐久保 5538-1 259,050    

 建物 四日市市城東町 210-2 他 89,358    

 建物 四日市市山田町狐久保 5538-1 1,346,846    

 
上記資産には、根抵当権を設定していますが、対応する債務はございません。 

 
 

 

        

１０ 法第５１条第１項に規定する関係事業者に関する事項    

        

  （１）法人である関係事業者      

 該当なし       

        

  （２）個人である関係事業者      

 該当なし       

        

１１ 重要な偶発債務に関する事項      

        

 該当なし       

        



１２ 重要な後発事象に関する事項      

        

 該当なし       

        

１３ その他医療法人の財政状態又は損益の状況を明らかにするために必要な事項  

        

  （１）満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益   

 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は次のとおりです。  

      （単位：千円）  

 種類及び銘柄 額面 帳簿価額 時価 評価損益  

 MASCOT1510-03 100,000 100,241 100,600 359  

 ソシエテ・ジェネラル円建社債 100,000 100,000 95,750 -4,250  

 
バークレイズ・バンク・ピーエルシー円建

社債 
100,000 100,000 99,400 -600  

 あおぞら・新グローバル分散Ｆ2023-07 100,000 100,000 103,922 3,922  

 あおぞら・新グローバル分散Ｆ2024-01 100,000 100,000 97,467 -2,533  

   合 計 500,000 500,241 497,139 -3,102  

        

  （２）補助金等の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額    

 補助金等の内訳、交付者及び貸借対照表等への影響額は次のとおりです。  

     
（単位：

千円） 

  

 補助金等の名称 交付者 金額 貸借対照表等への影響額  

 補助金        

  都道府県補助金 三重県 11,511 
事業未収

金 
4,195  

  市町村補助金 四日市市 487 －  

  救急医療活動補助金 四日市医師会 160 －  

  マイナ保険証利用促進補助金 医療情報化支援基金 420 －  

  クリーンエネルギー自動車導入補助金 
次世代自動車振興センタ

ー 
1,363      

     合 計 13,941 4,195  

        

  （３）繰延税金資産及び繰延税金負債の主な発生原因別内訳    

 繰延税金資産の発生の主な原因は、賞与引当金、退職給付引当金、繰越欠損金等であり、 

 繰延税金資産から控除された金額（評価性引当額）は 452,476 千円であります。  

        

  （４）有形固定資産及び無形固定資産の減価償却累計額    

 建物  7,607,359  千円   

 構築物  651,579  千円   

 医療用器械備品 1,535,992  千円   

 その他の器械備品 786,902  千円   

 その他の有形固定資産 6,849  千円   

 ソフトウェア  757,299  千円   

        

  （５）賃借処理をしたファイナンス・リース取引     

 該当なし       

 



様式第四号

法人名　医療法人社団主体会　　　　　　　

所在地　四日市市城北町８番１号　　　　　

（単位:千円）

令和6年3月31日 残高

会計年度中の変動額合計

令和7年3月31日 残高
4,446,911

別途積立金

5,650,000

0

5,650,000

0

1,150,000

基金
（又は出資金）

積立金 評　価　・　換　算　差　額　等

純資産合計
代替基金 利益積立金 繰越利益積立金設立等積立金 積立金合計

その他有価証
券評価差額金

繰延ヘッジ
損　　　益

評価・換算
差額等合計

△ 1,383,732 9,863,179

※医療法人整理番号

純 資 産 変 動 計 算 書

（自　令和６年４月１日　　至　令和７年３月３１日）

4,446,911 0 0 0 9,863,1790 0

当期純利益

会計年度中の変動額

△ 192,728△ 192,728 △ 192,728

・・・・・・・・・・

・・・・・・・・・・

△ 192,728 △ 192,728 0 0

9,670,451

１．純資産の変動事由及び金額の掲載は、概ね貸借対照表における記載の順序によること。
２．評価・換算差額等は、科目ごとの記載に代えて評価・換算差額等の合計額を、前会計年度末残高、会計年度中の変動額及び会計年度末残高に区分して記載するこ
　とができる。この場合には、科目ごとのそれぞれの金額を注記すること。
３．積立金及び純資産の各合計欄の記載は省略することができる。

0 △ 192,728

0 0 1,150,000 △ 1,576,461 9,670,451 0 0 0

0 0 0



様式第五号

法人名　医療法人社団主体会　　　

所在地　四日市市城北町８番１号　

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

１．有形固定資産、無形固定資産及びその他の資産について、貸借対照表に掲げられている科目の区分により記載すること。

２．「前期末残高」、「当期増加額」、「当期減少額」及び「当期末残高」の欄は、当該資産の取得原価によって記載すること。

３．当期末残高から減価償却累計額又は償却累計額を控除した残高を、「差引当期末残高」の欄に記載すること。

　

　

※医療法人整理番号

有 形 固 定 資 産 等 明 細 表

資産の種類
前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

当期末減価償却
累計額又は償却
累計額

当期償却額
差　　　引
当期末残高

有
形
固
定
資
産

建物 9,998,909 10,096 750 10,008,255 7,607,359 170,517 2,400,895

18,003 149,707

医療用器械備品 1,897,439 246,194 268,044 1,875,588 1,535,992 76,471 339,596

構築物 793,887 7,400 0 801,287 651,579

39,472 91,941

計 13,639,646

その他の器械備品 842,853 43,348 7,356 878,844 786,902

車両 97,496 0 97,496 0 0 0

310,870 376,144 13,574,371 10,588,681 307,928 2,985,686

757,299 21,793 44,146ソフトウェア 758,419 43,026 0 801,446

計 758,419 43,026 0 801,446 757,299 21,793 44,146

そ
の
他
の
資
産

無
形
固
定
資
産

４．合併、贈与、災害による廃棄、滅失等の特殊な事由で増加若しくは減少があった場合又は同一の種類のものについて資産の総額の
  １％を超える額の増加は、その事由を欄外に記載すること。若しくは減少があった場合（ただし、建設仮勘定の減少のうち各資産科
　目への振替によるものは除く。）

５．特別の法律の規定により資産の再評価が行われた場合その他特別の事由により取得原価の修正が行われた場合には、当該再評価差
  額等については、「当期増加額」又は「当期減少額」の欄に内書（括弧書）として記載し、その増減の事由を欄外に記載すること。

６．有形固定資産又は無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下である場合又は有形固定資産及び無形固定資産の当該会計年度にお
  けるそれぞれの増加額及び減少額がいずれも当該会計年度末における有形固定資産又は無形固定資産の総額の５％以下である場合に
　は、有形固定資産又は無形固定資産に係る記載中「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の欄の記載を省略することが
　できる。なお、記載を省略した場合には、その旨注記すること。

計

0

その他の有形固定資産 9,062 3,832 2,498 10,397 6,849 3,465 3,547



様式第六号

法人名　医療法人社団主体会　　　

所在地　四日市市城北町８番１号　

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

１．前期末及び当期末貸借対照表に計上されている引当金について、設定目的ごとの科目の区分により記載す

　ること。

２．「当期減少額」の欄のうち「目的使用」の欄には、各引当金の設定目的である支出又は事実の発生があっ

　たことによる取崩額を記載すること。

３．「当期減少額」の欄のうち「その他」の欄には、目的使用以外の理由による減少額を記載し、減少の理由

　を注記すること。

67,338

685,934 180,286 △ 119,555 0 697,237

692,929

311,512 295,216 △ 311,512 0 295,216

退職給付引当金

17,033 5,249 △ 1,132 0

△ 12,160 0

役員退職慰労引当金 662,796 30,133 0 0

賞与引当金

17,033

返還免除引当金 49,240 20,080

※医療法人整理番号

引 当 金 明 細 表

区　　　　　分
前期末残高 当期増加額

当期減少額 当期減少額
当期末残高

（目的使用） （そ の 他）

貸倒引当金



様式第七号

法人名　医療法人社団主体会　　　　　

所在地　四日市市城北町８番１号　　　

（千円） （千円） （％）

１．短期借入金、長期借入金（貸借対照表において流動負債として掲げられているものを含む。以下同じ。）

　及び金利の負担を伴うその他の負債（以下「その他の有利子負債」という。）について記載すること。

２．重要な借入金で無利息又は特別の条件による利率が約定されているものがある場合には、その内容を欄外

　に記載すること。

３．「その他の有利子負債」の欄は、その種類ごとにその内容を示したうえで記載すること。

４．「平均利率」の欄には、加重平均利率を記載すること。

５．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）及びその他の有利子負債については、貸借対照表日後

　５年内における１年ごとの返済予定額の総額を注記すること。

※医療法人整理番号

借 入 金 等 明 細 表

区　　　　　分
前 期 末 残 高 当 期 末 残 高 平均利率

返済期限

短期借入金 0 0 － －

長期借入金（１年以内に
返済予定のものを除く。）

1,355,124 1,705,352 0.51% R16年11月

１年以内に返済予定の
長期借入金

309,314 341,432 0.51% －

合　　　　　計 1,664,438 2,046,784 － －

その他の有利子負債 0 0



様式第八号

法人名　医療法人社団主体会

所在地　四日市市城北町８番１号

【債　券】

（千円） （千円）

【その他】

（千円）

１．貸借対照表の流動資産及びその他の資産に計上されている有価証券について記載すること。

２．流動資産に計上した有価証券とその他の資産に計上した有価証券を区分し、さらに満期保有目的の債券及

　びその他有価証券に区分して記載すること。

３．銘柄別による有価証券の貸借対照表価額が医療法人の純資産額の１％以下である場合には、当該有価証券

　に関する記載を省略することができる。

４．「その他」の欄には有価証券の種類（金融商品取引法第２条第１項各号に掲げる種類をいう。）に区分し

　て記載すること。

ＭＡＳＣＯＴ１５１０－０３ 100,000 100,241

※医療法人整理番号

有 価 証 券 明 細 表

銘　　　　　　　　　柄
券  面  総  額 貸借対照表価額

計 500,000 500,241

種　類　及　び　銘　柄  口 数 等
貸借対照表価額

計

ソシエテ・ジェネラル円建社債 100,000 100,000

バークレイズ・バンク・ピーエルシー円建社債 100,000 100,000

あおぞら・新グローバル分散Ｆ2023-07 100,000 100,000

あおぞら・新グローバル分散Ｆ2024-01 100,000 100,000



様式第九の一号

法人名　医療法人社団主体会　　　　

所在地　四日市市城北町８番１号　　

１．売上原価には、当該医療法人の開設する病院等の業務に附随して行われるもの（売店等）及び収益業務の

　うち商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。

２．中区分科目には、それぞれ細区分を設け、売上原価については、商品（又は製品）期首たな卸高、当期商

品仕入高（又は当期製品製造原価）、商品（又は製品）期末たな卸高を、材料費、給与費、委託費、経費及

びその他の費用については、その内訳を示す費目を記載する様式によることもできる。

３．その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係る複合

費として整理した費目を記載する。

214,940

計 8,862,674 0 8,862,674 114,392 0 8,977,066

その他の事業費用 214,345 0 214,345 595 0

1,365,822

売上原価 0 0 0 0 0 0

経費 1,347,946 0 1,347,946 17,876 0

0 983,500

6,028,128

委託費 384,588 0 384,588 84 0 384,672

給与費 5,932,310 0 5,932,310 95,818 0

材料費 983,483 0 983,483 17

※医療法人整理番号

事　業　費　用　明　細　表

（単位：千円）

区　　　分
本 来 業 務 事 業 費 用 附帯業務

事業費用
収益業務
事業費用

合　　　計
事 業 費 本 部 費 計



様式第九の二号

法人名　医療法人社団主体会　　　　

所在地　四日市市城北町８番１号　　

（単位：千円）

Ⅰ　材料費

医薬品費

診療材料費

医療消耗器具備品費

給食材料費

施設療養材料費

その他の材料費

消耗器具備品費

Ⅱ　給与費

給料

賞与引当金繰入

役員退職慰労引当金繰入

退職給付費用

法定福利費

Ⅲ　委託費

検査委託費

寝具委託費

清掃委託費

保守委託費

その他の委託費

Ⅳ　経費

減価償却費

器機賃借料

地代家賃

修繕費

固定資産税等

福利厚生費

旅費交通費

職員被服費

通信費

広告宣伝費

消耗品費

水道光熱費

修繕費

保険料

賃借料

交際費

諸会費

租税公課

燃料費

340,820

62,900

163,266

55,042

51,488

128,127

1,941

2,819

7,660

31,964

73,016

29,007

162,107 384,588

730,044 5,932,310

983,483

5,049,188

※医療法人整理番号

事 業 費 用 明 細 表

（自　令和６年４月１日　　至　令和７年３月３１日）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　額

380,434

282,692

65,534

235,291

3,881

14,333

30,125

138,878

49,290

128,557

1,315

△ 15,927

15,625

237,307

14,544

47,422

12,428

1,761

5,080

9,814

6,445



貸倒引当金繰入

事務用品費

新聞図書費

寄付金

返還免除引当金

雑費

Ⅴ　売上原価

商品（又は製品）期首たな卸高

当期商品仕入高（又は当期製品製造原価）

商品（又は製品）期末たな卸高

Ⅵ　その他の事業費用

研修費

図書費

研修旅費

控除対象外消費税

１．売上原価には、当該医療法人の開設する病院等の業務に附随して行われるもの（売店等）及び収益業務の

　うち商品の仕入れ又は製品の製造を伴う業務について記載すること。

２．ⅠからⅥの中区分科目は、省略する様式によることもできる。

３．その他の事業費用には、研修費のように材料費、給与費、委託費及び経費の二つ以上の中区分に係る複合

費として整理した費目を記載する。

事 業 費 用 計 8,862,674

2,150

2,827

209,270 214,345

0 0

1,347,946

0

33,818

129

10,318

97

2,997

10,428

36,400

0








